
令和３年３月１日
教 育 総 務 課

令和２年度　世田谷区一般会計補正予算案（第６次）

（１）教育費 （単位：千円）

当初予算額
第２次
補正額

第３次
補正額

第４次
補正額

今回補正額
第６次補正後

予算額

人 件 費 11,556 0 0 0 0 11,556

16,370,137 2,865,420 128,610 224,132 △ 64,426 19,523,873

6,356,501 △ 569,200 △ 204,290 0 △ 414,505 5,168,506

22,738,194 2,296,220 △ 75,680 224,132 △ 478,931 24,703,935

（２）職員費

2,197,715 0 0 0 △ 8,966 2,188,749

4,430,042 0 22,552 0 0 4,452,594

6,627,757 0 22,552 0 △ 8,966 6,641,343

（３）合計

29,365,951 2,296,220 △ 53,128 224,132 △ 487,897 31,345,278

２　関連歳入歳出科目の補正内容 （単位：千円）

（１）教育関連 △ 669,697 △ 470,824

補正額 特定財源

① △ 63,591 0

② △ 51,029 0

③ 48,787 0

④ △ 126,395 0

⑤ △ 17,122 0

合　計

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小中学校各種移
動教室等の中止による事業費の減

小中学校連合行事
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小中学校各種連
合行事の中止・変更による事業費の減

事業名

要保護・準要保護児童に対
する扶助

就学援助認定者数および給食配食日数の増に伴う扶助
費の増

令和２年度補正予算（当委員会所管分）について

行 政 運 営 費

１　補正額（性質別）

区　　　分

教育職員費（人件費）

投 資 的 経 費

校務用電算機システム開発
及び運用

内　　容

河口湖林間学園維持管理
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う河口湖移動教室
の中止による事業費の減

計

事業費の確定に伴う校務用パソコンリプレイス経費等の減

移動教室及び夏・冬季施設
の実施

学校職員費（人件費）

計
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補正額 特定財源

⑥ △ 23,455 0

⑦ 28,000

28,000

(財源内訳）
基金繰入金

28,000

⑧ △ 109,239

△102,000

(財源内訳）
基金繰入金

△25,000
特別区債
△77,000

⑨ △ 4,660 0

⑩ △ 220,000

△199,000

(財源内訳）
基金繰入金

△94,000
特別区債

△105,000

⑪ △ 154,433

△142,000

(財源内訳）
基金繰入金

△72,000
特別区債
△70,000

⑫ △ 40,324 0

⑬ 105,100 0

⑭ △ 10,805

△5,420

(財源内訳）
都委託金
△5,420

⑮ △ 6,700 0

⑯ △ 38,820 0

事業名 内　　容

小学校維持管理
事業費の確定に伴う区立小学校体育館空調設備リース料
の減

小学校施設改修工事
【工事の前倒し】
八幡山小学校給食室空調設備設置工事

小学校改築工事

・事業費の確定に伴う減
　希望丘小学校増築工事
　芦花小学校増築工事
・スケジュールの変更に伴う瀬田小学校改築工事費の減

中学校維持管理
事業費の確定に伴う区立中学校体育館空調設備リース料
の減

中学校施設改修工事
事業費の確定に伴う区立中学校（10校）校舎棟耐震補強
工事費の減

中学校改築工事
・事業費の確定に伴う弦巻中学校改修工事費の減
・スケジュールの変更に伴う八幡中学校特別教室棟改修
工事費の減

中学校改築事務
・事業費の確定に伴う八幡中学校基本設計費の減
・対象校の精査による事業費の減
　長寿命化改修工事事前調査（3校→1校）

河口湖林間学園改修工事
【工事の前倒し】
河口湖林間学園渡り廊下等耐震補強及び内部改修工事

教育研究校運営 教育研究校の活動実績に基づく事業費の減

外国人英語教育指導補助員
派遣

区立小中学校臨時休業に伴う外国人英語教育指導補助
員派遣経費の減

指導補助員等配置
区立小中学校臨時休業に伴う事業費の減
・水泳指導補助員
・学校図書館支援業務
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補正額 特定財源

⑰ △ 4,700 0

⑱ 63,921 0

⑲ △ 29,380 0

⑳ △ 6,381 0

㉑ △ 8,351 0

㉒ △ 3,000 0

㉓ △ 5,000 0

㉔ 0

△50,404

(財源内訳）
使用料

△118,172
国庫補助金

33,884
都補助金

33,884

㉕ 5,000 0

㉖ 2,880 0

事業名 内　　容

天文・郷土・科学学習の推進 教育センタープラネタリウム機器の交換等業務委託

新教育センター整備 事業費の確定に伴う教育総合センター整備費の減

青少年教育
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う新年子どもまつり
の中止による減

教科日本語の推進 教科用図書改定補助業務事業費の確定による減

新・才能の芽を育てる体験学
習

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う新・才能の芽を育
てる体験学習の一部中止による減

小・中学校施設開放
【工事の前倒し】
玉川中学校テニスコート改修工事

民家園維持運営
【工事の前倒し】
次大夫堀公園民家園旧安藤家住宅井戸修繕工事

ＰＴＡ活動の支援
新型コロナウイルスの影響による活動縮小に伴う区立幼稚
園、小・中学校PTA連合協議会運営費補助金の減

家庭教育の支援

放課後の遊び場対策（ＢＯＰ）
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う新BOP利用料収
入の減

新型コロナウイルスの影響に伴う家庭教育学級の実施回
数の減
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（２）地方創成臨時交付金の活用（財源更正含む） 184,995 611,657

補正額 特定財源

① 150,341

150,341

(財源内訳）
都補助金

150,341

② 0

426,662

(財源内訳）
都補助金
426,662

③ 33,532

33,532

(財源内訳）
都補助金

33,532

④ 1,122

1,122

(財源内訳）
都補助金

1,122

（３）基金への積立 5,771 4,938

補正額 特定財源

① 5,764

4,931

(財源内訳）
財産運用収入

4,931

② 7

7

(財源内訳）
財産運用収入
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３　繰越明許費補正

【公共工事等の前倒し】 （単位：千円）

番号 款・項 事業名 金額

1
教育費
教育総務費

天文・郷土・
科学学習の推
進

63,921

2
教育費
小学校費

小学校施設
改修工事

28,000

3
教育費
校外施設費

河口湖林間
学園改修工
事

105,100

4
教育費
社会教育費

小・中学校施
設開放

5,000

世田谷遊びと学びの教
育基金積立金

運用利子の増

教材開発

教育研究校運営

教育用電算機システム
運用

・寄附金の積立
・運用利子の増

事業名 内　　容

義務教育施設整備基金
積立金

タブレット型情報端末及びネットワーク等のサービスデスク
導入経費

教育用電算機システム
運用

ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ環境整備事業の財源更
正
　都支出金　地方創生臨時交付金　426,662
　一般財源 △426,662

デジタル教材の購入及びデジタル教科書の試行導入

事業名 内　　容

教育センタープラネタリウム機器の交換作業等が年度内に終了しないた
め。

繰越理由

玉川中学校テニスコートの改修工事が年度内に終了しないため。

河口湖林間学園の耐震補強及び内部改修工事が年度内に終了しない
ため。

八幡山小学校給食室の空調設備設置工事が年度内に終了しないため。

4



番号 款・項 事業名 金額

5
教育費
社会教育費

民家園維持
運営

2,880

【地方創生臨時交付金を活用した繰越事業】

番号 款・項 事業名 金額

6
教育費
教育総務費

教育用電算
機システム運
用

150,341

7
教育費
教育総務費

教材開発 33,532

8
教育費
教育総務費

教育研究校
運営

1,122

【その他繰越事業】

番号 款・項 事業名 金額

9
教育費
小学校費

小学校施設
改修工事

238,000

10
教育費
中学校費

中学校施設
改修工事

417,994

４　債務負担行為補正 （単位：千円）

変更前 変更後

令和3年度 －

27,000 0

５　特別区債補正 （単位：千円）

（参考）起債限度額
　　6次補正前　10,250,000千円　→　6次補正後　9,998,000千円

解体工事の時期を延伸するため。

繰越理由

区立小学校（5校）の耐震補強工事について、1年目の支払いが当初の
予定を下回るため。

区立中学校（10校）の耐震補強工事について、1年目の支払いが当初の
予定を下回るため。

事　　　項

教育施設整備事業 2,649,000 2,397,000

期間・限度額

変更前 変更後

期間・限度額

起債目的

次大夫堀公園民家園旧安藤家住宅井戸の修繕工事が年度内に終了し
ないため。

瀬田小学校プール解体工事

変更の理由

デジタル教科書の試行導入が年度内に終了しないため。

繰越理由

タブレット型情報端末及びネットワーク等のサービスデスク導入が年度内
に終了しないため。

デジタル教材の導入が年度内に終了しないため。

繰越理由
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